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１．はじめに 

 CO₂の排出量を減らしつつ、安定した電力供給ができる原子力発電は、カーボンニュー

トラルの推進において重要な選択肢である。このようなメリットがある一方で、原子力発

電には、事故が起きたときの被災リスクというデメリットも存在する。この中でも、原発

事故が起きた時の放射能汚染についてはよく議論されているが、原発が存在することによ

る“外部費用”についてはあまり考えられていない。例えば、原発周辺に住んでいる人々

は日頃から原発の被爆リスクを感じており、心理的負担を強いられるかもしれない。既存

研究の田中・馬奈木（2017）［1］では、被説明変数を地価の変化率、説明変数を放射能汚

染度とし、ヘドニック価格法を用いた回帰分析が行われた。その結果、2011 年に起きた福

島原発事故によって直接的な被害の対象として考慮されていない関東圏の地価が引き下げ

られ、人々の受入意思額が低下したことが明らかにされた。これらの既存研究を踏まえ、

本研究では、居住地が原発に近いほど福島第一原発事故の事実によって事故リスクによる

心理的負担が増加するのかについて、ヘドニック価格法を用いた統計的検証を実施した。  

 

２．分析方法 

本研究では、川口・行武（2019）［2］に従い、土地需要や取引動向が正確に反映される

取引価格を地価データとして利用した。具体的に、不動産取引価格、土地の属性のデータ

は、国土交通省の「土地総合情報システム」から入手した。調査対象の取引は、宅地（土

地）、宅地（土地と建物）、中古マンション等、農地、林地の 5 種類で、各取引について、

所在地（町・大字レベル）、取引価格、土地の面積・形状、前面道路、最寄駅、建ぺい率、

取引時期等の情報が提供されている。分析には取引個票データを用いており、対象地域は、

鹿児島県薩摩川内市、いちき串木野市、阿久根市、日置市、出水市の 5 市である。期間は

2007 年第 1 四半期～2015 年第 4 四半期としている。また、今回は宅地（土地）、宅地（土

地と建物）の 2 種類に限定して分析をおこなっている。各取引の所在地から川内原発まで

の直線距離は、町・大字レベルの緯度経度データを用いて地理情報システム（GIS）によ

り計算し、取引データとマッチングした。  
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手法としてはヘドニックアプローチを用いた重回帰分析を用いる。具体的には、被説明

変数を 1 ㎡あたりの取引価格の変化率とし、主要な説明変数として川内原発から各土地ま

での直線距離（㎞）と福島原発事故が起きた 2011 年以降の取引を表す災害ダミー変数の交

差項を用いる。また、制御変数として、土地属性を考慮する変数ベクトル、都市固定効果、

四半期固定効果を考慮する。  

 

３．分析結果 

距離別に重回帰分析を行った結果を表 1 に、都市別に行った結果を表 2 にそれぞれ示す。

距離別の分析では、福島原発事故前と比べて川内原発から 10 ㎞以内の土地では、距離が 1

㎞川内原発に近くなるにつれて地価が平均的に 27.2%低下していることが明らかになった。

また、都市別の分析では、川内原発が立地している薩摩川内市でのみ統計的に有意な値が

得られ、川内原発に 1 ㎞近づくごとに 4％の追加的な地価の低下が確認された。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．結論 

福島原発事故は、川内原発から10km 以内で地価に間接的な影響をもたらしたことが明ら

かになった。都市ごとの分析では、薩摩川内市だけを対象にしたもののみに有意な結果が

得られ、それ以外のものでは同様の結果が得られなかった。本会までに、原発の再稼働に

よる地価への影響の推計についても検討する予定である。  
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